
ＤＰＡＴ養成支援事業 

令和５年度 沖縄県災害派遣精神医療チーム（ＤＰＡＴ）運営委員会 

  

日時 令和６年 1月 31 日（水）14:00～16:00 

場所 オンライン会議 

司会 総合精神保健福祉センター 赤嶺 清美 

  

【議事次第】  

１ 開会 

総合精神保健福祉センター 宮川 治 

２ 委員の紹介・委員の選出 

   

３ 行政報告 

(1)沖縄県災害派遣精神医療チーム運営委員会設置要領の一部改正について   資料 1 

総合精神保健福祉センター 饒平名 愛梨 

 

４ 協議事項 

(1)沖縄県災害派遣精神医療チーム派遣に関する協定書の一部改正について      資料 2 

県地域保健課 山内 卓哉 

 

(2)沖縄県災害派遣精神医療チーム設置要綱の一部改正について             資料 3 

県地域保健課 山内 卓哉 

 

(3)沖縄県災害派遣精神医療チーム運営委員会設置要領の一部改正について   資料 4 

総合精神保健福祉センター 饒平名 愛梨 

 

(4)令和 6年度 沖縄県 DPAT活動マニュアル改訂に向けた検討委員会の設置と委員人選につ

いて                                                   資料 5 

総合精神保健福祉センター 饒平名 愛梨 

 

 （5）今年度の DPAT 活動について                                  資料 6 

県地域保健課 山内 卓哉 

 

５ 閉会 
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沖縄県災害派遣精神医療チーム運営委員会設置要領 

 

 

１ 目的 

   県内及び県外で災害時等の緊急時において、専門的な心のケアに関する対応が円滑

に行われるよう、活動マニュアルの作成や災害派遣精神医療チーム（DPAT）を整備

する。さらに、緊急支援体制の強化を図るため、DPAT 運営委員会（以下、運営委員

会という。）を設置する。 

                     

２ 委員の構成 

   運営委員会の委員は、以下に掲げる機関の者で構成する（委員の推薦により代理の

参加も可能）。運営委員会の委員長は、委員の互選により選出する。 

 (１) 国立大学法人琉球大学医学部精神病態医学分野  

 (２) 沖縄県精神科病院協会    

 (３) 一般社団法人沖縄県公認心理師協会  

 (４) 沖縄県精神保健福祉士協会 

 (５) 一般社団法人日本精神科看護協会沖縄県支部  

  (６) 国立病院機構琉球病院 

  (７) 沖縄県立精和病院 

 (８) 沖縄県立南部医療センター・こども医療センター 

 (９) 沖縄県保健所長会 

 (10) DPAT 事務局 

 (11) 沖縄県 DPAT 統括者 

 (12) 沖縄県保健医療部地域保健課 

 （13） 沖縄県立総合精神保健福祉センター 

 

３ 委員の任期 

   委員の任期は、２年とする。 

 

４ 協議事項 

   運営委員会は、以下の事項について協議するものとする。 

 (１) DPAT 体制整備に関すること 

 (２) DPAT 構成員に対する研修・訓練の企画 

 (３) DPAT 活動マニュアルの作成及び改訂 

 (４) DPAT 活動の評価 

 (５) DPAT 活動に関する情報交換、その他必要な事項 

 

５ 開催回数 

   運営委員会は、年 1 回以上開催する。 

 



６ マニュアル検討委員会の設置 

 (１) 運営委員会に、マニュアル検討委員会を設置する。 

 (２) マニュアル検討委員会は､医師、保健師、看護師、精神保健福祉士、公認心理師、 

  事務局（本庁担当課及び総合精神保健福祉センター職員）で構成する。 

 

７ 秘密の保持 

   運営委員会の構成委員は、当該委員会での協議上知り得た情報の秘密を漏らして 

  はならない。 

 

８ 庶務 

   運営委員会の庶務は、県立総合精神保健福祉センターが行う。 

 

９ その他 

   この要領に定めるものの他、運営委員会の運営に必要な事項は、委員長が委員会 

  に諮って別に定めることとする。 

 

   附 則 

 この要領は、平成 25 年４月１日から適用する。 

 この要領は、平成 26 年５月１日から適用する。 

  この要領は、平成 28 年７月１日から適用する。 

  この要領は、平成 29 年４月３日から適用する。 

  この要領は、平成 30 年４月２日から適用する。 

  この要領は、令和元年６月 25 日から適用する。 

  この要領は、令和２年１月 20 日から適用する。 

 この要領は、令和５年４月 19 日から適用する。 



 

資料 1 

要領改正の理由 

部課名 総合精神保健福祉センター 

１ 件名 

沖縄県災害派遣精神医療チーム体制整備事業運営委員会設置要領の一部改正 

２ 改正の経緯及び理由 

⑴ 厚労省より「災害医療対策事業等実施要綱の一部改正について」(医政発 0721 第 3 

号)が発出され、名称が DPAT 体制整備事業から DPAT 養成支援事業へ変更となったこと

を受け、当運営委員会の名称を変更することとした。 

⑵ 沖縄県 DPAT 活動マニュアルについて、県内における災害の場合に加え県外における

災害の場合についても追記することでマニュアル作成が概ね終わることを受け、開催

回数及び協議事項を見直すこととした（令和 2年度第 2回運営委員会開催時点）。 

３ 改正案の概要 

⑴ 上記理由により、「沖縄県災害派遣精神医療チーム体制整備事業運営委員会」を 

「沖縄県災害派遣精神医療チーム運営委員会」に改める。（設置要領名称、目的） 

⑵ 開催回数を「年２回」から「年１回以上」に改める。 

⑶ 協議事項(１)「DPAT 構成員の登録基準作成及び登録審査」について、登録基準は沖縄

県 DPAT 活動マニュアルに記載しており、登録審査を行っていないことから、「DPAT 

体制整備に関すること」に改める。 

⑷ 協議事項(３)「DPAT 活動マニュアルの作成及び改訂、緊急時の拠点及び役割の設定」

について、緊急時(災害時)の拠点及び役割については沖縄県 DPAT 活動マニュアルに

記載されていることから、「緊急時の拠点及び役割の設定」を削除する。 

⑸ 令和 2年度に実施した第 2回運営委員会での協議にて、DPAT の体制整備には DPAT 統

括者の意見は重要であるとの意見があり、委員の同意を得たため、委員の構成に「沖

縄県 DPAT 統括者」を追加する。 

⑹ この要領の改正は、令和５年 ４月 19 日から施行する。（附則） 

４ 根拠法令等 

災害医療対策事業等実施要綱 

災害派遣精神医療チーム（DPAT）活動要領 

DPAT 活動マニュアル Ver.2.1 
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沖縄県 DPAT 活動マニュアル 

５ 関係各課との調整状況 

なし 
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災害派遣精神医療チーム運営委員会設置要領 新旧対照表 

（ 下線部 ） 改正箇所 

改 正 現 行 

災害派遣精神医療チーム（削除）運営委員会設置要領 

 

１ 目的 
   県内及び県外で災害時等の緊急時において、専門的な心のケアに関する

対応が円滑に行われるよう、活動マニュアルの作成や災害派遣精神医療チ
ーム（DPAT）を整備する。さらに、緊急支援体制の強化を図るため、
DPAT（削除）運営委員会（以下、運営委員会という。）を設置する。 

 
２ 委員の構成 
   運営委員会の委員は、以下に掲げる機関の者で構成する（委員の推薦に

より代理の参加も可能）。運営委員会の委員長は、委員の互選により選出
する。 

（１） 国立大学法人琉球大学医学部精神病態医学分野 
（２） 沖縄県精神科病院協会 
（３） 一般社団法人沖縄県公認心理師協会 
（４） 沖縄県精神保健福祉士協会 
（５） 一般社団法人日本精神科看護協会沖縄県支部 
（６） 国立病院機構琉球病院 
（７） 沖縄県立精和病院  
（８） 沖縄県立南部医療センター・こども医療センター 
（９） 沖縄県保健所長会 
（10）DPAT事務局 
（11）沖縄県 DPAT 統括者 
（12）沖縄県保健医療部地域保健課 
（13）沖縄県立総合精神保健福祉センター 

 
３ 委員の任期 
  （略） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

災害派遣精神医療チーム体制整備事業運営委員会設置要領 

 

１ 目的 
   県内及び県外で災害時等の緊急時において、専門的な心のケアに関する

対応が円滑に行われるよう、活動マニュアルの作成や災害派遣精神医療チ
ーム（DPAT）を整備する。さらに、緊急支援体制の強化を図るため、
DPAT 体制整備事業運営委員会（以下、運営委員会という。）を設置す
る。 

 
２ 委員の構成 
   運営委員会の委員は、以下に掲げる機関の者で構成する（委員の推薦に

より代理の参加も可能）。運営委員会の委員長は、委員の互選により選出
する。 

（１） 国立大学法人琉球大学医学部精神病態医学分野 
（２） 沖縄県精神科病院協会 
（３） 一般社団法人沖縄県公認心理師協会 
（４） 沖縄県精神保健福祉士協会 
（５） 一般社団法人日本精神科看護協会沖縄県支部 
（６） 国立病院機構琉球病院 
（７） 沖縄県立精和病院  
（８） 沖縄県立南部医療センター・こども医療センター 
（９） 沖縄県保健所長会 
（10）DPAT事務局 
（11）沖縄県保健医療部地域保健課 
（12）沖縄県立総合精神保健福祉センター 

 
 
３ 委員の任期 
  （略） 
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改 正 現 行 

４ 協議事項 

   運営委員会は、以下の事項について協議するものとする。 
（１） DPAT 体制整備に関すること 
（２） DPAT 構成員に対する研修・訓練の企画 
（３） DPAT 活動マニュアルの作成及び改訂（削除） 
（４） DPAT 活動の評価 
（５） DPAT 活動に関する情報交換、その他必要な事項 

 
５ 開催回数 
   運営委員会は、年１回以上開催する。 
 
６ マニュアル検討委員会の設置 
（１） 運営委員会に、マニュアル検討委員会を設置する。 
（２） マニュアル検討委員会は、医師、保健師、看護師、精神保健福祉士、

公認心理師、事務局（本庁担当課及び総合精神精神保健福祉センター
職員）で構成する。 

 
７ 秘密の保持 
  （略） 

 

８ 庶務 
  （略） 

 

９ その他 
  （略） 

 

附 則 

 この要領は、平成 25年４月１日から適用する。 
 この要領は、平成 26年５月１日から適用する。 
 この要領は、平成 28年７月１日から適用する。 
 この要領は、平成 29年４月３日から適用する。 
 この要領は、平成 30年４月２日から適用する。 
 この要領は、令和元年 6月 25日から適用する。 
 この要領は、令和２年１月 20日から適用する。 
 この要領は、令和５年４月 19日から適用する。 

４ 協議事項 

   運営委員会は、以下の事項について協議するものとする。 
（１） DPAT 構成員の登録基準作成及び登録審査  
（２） DPAT 構成員に対する研修・訓練の企画 
（３） DPAT 活動マニュアルの作成及び改訂、緊急時の拠点及び役割の設定 
（４） DPAT 活動の評価 
（５） DPAT 活動に関する情報交換、その他必要な事項 

 
５ 開催回数 
   運営委員会は、年２回開催する。 
 
６ マニュアル検討委員会の設置 
（１） 運営委員会に、マニュアル検討委員会を設置する。 
（２） マニュアル検討委員会は、医師、保健師、看護師、精神保健福祉士、

臨床心理技術者、事務局（本庁担当課及び総合精神保健福祉センター
職員）で構成する。 

 
７ 秘密の保持 
  （略） 

 

８ 庶務 

  （略） 

 

９ その他 
  （略） 
 

附 則 

 この要領は、平成 25年４月１日から適用する。 
 この要領は、平成 26年５月１日から適用する。 
 この要領は、平成 28年７月１日から適用する。 
 この要領は、平成 29年４月３日から適用する。 
 この要領は、平成 30年４月２日から適用する。 
 この要領は、令和元年 6月 25日から適用する。 
 この要領は、令和２年１月 20日から適用する。 
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沖縄県災害派遣精神医療チーム派遣に関する協定書の一部改正について 
 
「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律等の一部を改正する法律」（令
和４年法律第 96 号）が、一部の規定を除き令和６年４月１日に施行されることとなってお
り、DPAT については従来実施している災害対応に加え、感染症等にも対応する医療チー
ムとして位置づけられることから、医療法第 30 条の 12 の６第１項の規定に基づく協定
（DPAT 協定）についても見直しが必要となっている。 
厚労省からは令和５年８月 31 日付けで DPAT 協定にかかるひな形の提供があり、令和５
年 11 月 27 日に沖縄県の DPAT の派遣に関する協定書（案）を作成し、沖縄県ＤＰＡＴを
組織する関係機関の長あて意見照会を行った。現時点で特に意見はない。 
 令和６年２月には現在協定書を締結している機関へ協定書の締結を依頼する予定として
いる。 
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新旧対照表

沖縄県災害派遣精神医療チーム派遣に関する協定書対照表 参考資料

沖縄県災害派遣精神医療チーム派遣に関する協定書（案） 沖縄県災害派遣精神医療チーム派遣に関する協定書（既締結分）

沖縄県知事（以下「甲」という。）と●●●●（以下「乙」（病院又は診療 沖縄県知事（以下、「甲」という。）と●●●●（以下、「乙」という。）

所の管理者）という。）とは、災害派遣精神医療チーム（DPAT）の派遣に関 は、大規模自然災害及び大事故災害（以下、「大規模災害」という。）発生時

し、次のとおり協定を締結する。 における沖縄県災害派遣精神医療チーム（以下、「沖縄県ＤＰＡＴ」とい

う。）の派遣等に関し、次のとおり協定を締結する。

（目的） （目的）

第１条 この協定は、災害・感染症医療確保事業を実施するため専門的な訓練 第１条 この協定は、大規模災害が発生した際に、精神医療及び精神保健活動

を受けた医師・看護師・業務調整員が機動性をもって出動し、精神保健医療活 の支援を行う専門的な研修・訓練を受けた沖縄県ＤＰＡＴが、県内外の被災地

動を行うことにより、地域の精神保健医療ニーズに対応することを目的とす 域において、被災者や支援者に対して精神保健医療活動の支援を行うことによ

る。 り、災害時の心のケアの充実を図ることを目的とする。

（派遣要請等） （派遣等）

第２条 甲は、DPAT活動要領及び沖縄県災害派遣精神医療チーム設置要綱に基 第２条 甲は、沖縄県災害派遣精神医療チーム設置要綱（以下、「設置要綱」

づき、災害や新型インフルエンザ等感染症等により、精神保健医療への対応を という。）第７条の規定により、沖縄県ＤＰＡＴの派遣が必要と認めるとき

行う必要が生じた場合は、乙に対し、DPATの派遣を要請するものとする。 は、乙に対してその派遣を要請するものとする。

２ 乙は、前項の規定により甲から要請を受けた場合は、直ちにDPATを派遣さ ２ 乙は、前項の規定により甲から要請を受けた場合には、沖縄県ＤＰＡＴを

せるものとする。 甲が指定する災害現場等に派遣するものとする。

３ 乙は、甲の要請を受ける前に、他機関の要請を受けた場合等の緊急やむを

得ない場合は、DPATを派遣することができるものとする。

４ 乙は、前項の規定によりDPATを派遣した場合には、速やかに甲に報告し、

その承認を得るものとする。この場合、乙が派遣したDPATは、甲の要請に基づ

いて派遣されたものとみなす。
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（派遣先）

第３条 乙が派遣するDPATは、甲の都道府県内において精神保健医療活動を行

うことを原則とする。

２ 甲又は国が認めた場合には、他の都道府県において第４条に定める精神保

健医療活動を行うことができる。

（DPATの活動） （活動内容）

第４条 乙が派遣するDPATが行う業務はDPAT活動要領及び沖縄県災害派遣精神 第３条 甲の要請に基づき、乙が派遣する沖縄県ＤＰＡＴは被災地域の現場に

医療チーム設置要綱に定めるものとする。 おいて、ＤＰＡＴ活動拠点本部の元で、災害派遣精神医療チーム（ＤＰＡＴ）

活動要領（平成26年１月７日障精発0107第１号）に基づき、次に掲げる業務を

行うものとする。

(1) 情報収集とアセスメント

(2) 情報発信

(3) 災害によって障害された既存の精神医療システムの支援

(4) 災害のストレスによって新たに生じた精神的問題を抱える一般住民への対

応

(5) 支援者（地域の医療従事者、救急隊員、行政職、保健職等）の支援

(6) 普及啓発

(7) 活動記録と処方箋

(8) 活動情報の引継ぎ

(9) 活動の終結

２ 前項の各号にかかる活動の詳細については、「災害時におけるこころのケ

ア活動マニュアル」に定める。

（指揮系統等） （指揮系統）

第５条 乙が派遣したDPATに対する指揮及び活動の連絡調整は、甲が指定する 第４条 乙が派遣する沖縄県ＤＰＡＴの被災地における活動は、現地の災害対

者が行う。 策本部等の指揮下で行われるものとする。

２ DPATが他の都道府県からの要請を受けて派遣される場合には、要請した
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（被災）都道府県のDPAT受入れに係る体制の中で活動するものとする。

（身分） （身分の取り扱い）

第６条 乙が派遣するDPATの隊員は、原則として派遣元である乙の職員として 第５条 沖縄県ＤＰＡＴの活動をする者の身分については、派遣元である乙の

精神保健医療活動に従事する。 管理下にあるものとする。

（協定の実施状況等の報告）

第７条 乙は、甲から本協定に基づく措置の実施の状況及び当該措置に係る当

該医療機関の派遣状況その他の事項について報告の求めがあったときは、速や

かに当該事項を報告するものとする。この場合において、広域災害救急医療情

報システム（EMIS）等により報告を行うものとする。

（平時における準備）

第８条 乙は派遣時に迅速な対応がとれるよう、組織内の連絡、派遣体制の整

備に努めるものとする。

２ 甲は、DPAT隊員の資質の向上等を図るため、研修、訓練等の企画及び機会

の提供に努める。

（費用負担等） （費用負担）

第９条 甲の要請に基づき乙が派遣したDPATが、第４条の業務を実施した場合 第６条 第２条の規定により、乙が派遣した沖縄県ＤＰＡＴが第３条の業務を

に要する次の費用は、甲が支弁するものとする。 実施するために要した次の費用は、甲が負担するものとする。

一 乙が供給した医薬品、医療器具等を使用した場合の実費 (1) 沖縄県ＤＰＡＴ派遣に要する経費等

二 前号に定めるもののほか、この協定の実施のために要した経費のうち、甲 (2) 沖縄県ＤＰＡＴが携行した医薬品等を使用した場合の実費

が必要と認めた経費

２ （被災した）市町村又は他都道府県等からの要請に基づき、甲が乙に対し

てDPATの派遣を要請した場合は、前項に定める費用について、甲が支弁する。

（災害救助法適用時の費用負担）
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第10条 甲の要請に基づき、乙が派遣したDPATが、災害救助法（昭和22年法律

第118号）第７条の規定に基づく救助に関する業務に従事した場合は、甲は災

害救助法第18条第２項及び災害救助法施行令（昭和22年政令第225号）第５条

に定めるところにより費用を負担する。

（損害補償） （傷害保険の加入）

第11条 甲は、甲の要請に基づき乙が派遣したDPATの隊員が、第４条の業務に 第７条 甲は、乙が派遣した沖縄県ＤＰＡＴが第３条に規定する業務に従事し

従事したため、死亡し、負傷し、若しくは疾病にかかり、又は障害の状態と たことに伴う事故等に対応するため、甲の負担により、派遣される沖縄県ＤＰ

なったときは、その損害を補償するものとする。 ＡＴ構成員を傷害保険に加入させるものとする。

２ 甲は、甲の要請に基づき乙が派遣したDPATの精神保健医療活動等において

生じた事故等における損害を補償するため、甲の負担により傷害保険に加入さ

せる。

（定めのない事項等） （定めのない事項）

第12条 この協定に定めのない事項及びこの協定に関し疑義が生じたときは、 第８条 この協定に定めのない事項及びこの協定に関して疑義が生じたとき

甲、乙協議して定めるものとする。 は、甲、乙協議して定めるものとする。

（当該協定変更に関する事項）

第13条 この協定の定める事項に変更が生じた際、甲、乙協議して定めるもの

とする。

（有効期間） （有効期間）

第14条 この協定の有効期間は、協定締結の日から起算して１年間とする。た 第９条 この協定の有効期間は、協定締結日の翌年３月３１日までの期間とす

だし、この協定の有効期間満了の日の１か月前までに、甲、乙いずれからも更 る。ただし、この協定の有効期間満了の日の１月前までに、甲乙いずれからも

新しない旨の申し出がない場合は、有効期間満了の日から起算して１年間更新 何らかの意思表示がない場合は、有効期間満了の日から起算して１年間延長さ

されるものとし、以降も同様とする。 れるものとし、延長期間が満了したときも同様とする。
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（協定の措置を講じていないと認められる場合の措置）

第15条 甲は、乙が、正当な理由がなく、本協定に基づく措置を講じていない

と認めるときは、乙に対し、医療法等に基づく措置を行うことができるものと

する。

（感染症法に規定する医療措置協定との関係）

第16条 甲と乙が、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律

（平成10年法律第114号）第36条の３第１項に規定する医療措置協定に基づく

新型インフルエンザ等感染症等に係る人材派遣としてDPATの派遣を実施する場

合には、本協定が医療措置協定の一部を兼ねるものとし、本協定に定めるもの

のほか、当該派遣については医療措置協定によるものとする。

この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲、乙両者記名の上、各 この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲、乙記名押印の上、そ

自１通を保有するものとする。 れぞれ１通を保管する。

令和 年 月 日 平成 年 月 日

甲 那覇市泉崎１－２－２ 甲 沖縄県那覇市泉崎１丁目２番２号

沖縄県知事 沖縄県知事

乙 乙
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「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律等の一部を改正する法律」の一部の施行等について（通知）抜粋
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改正の概要

部課名 保健医療部地域保健課

１ 件名

沖縄県災害派遣精神医療チーム設置要綱の一部改正

２ 改正の経緯及び必要性

⑴ 「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律等の一部を改正する法

律」（令和４年法律第96号）が、一部の規定を除き令和６年４月１日に施行されるこ

ととなっており、DPATについては従来実施している災害対応に加え、感染症等にも対

応する医療チームとして位置づけられることから、沖縄県災害派遣精神医療チーム設

置要綱においても、感染症対応にかかる取り扱いについて定める必要が生じている。

⑵ 国の災害派遣精神科医療チーム（DPAT)活動要領が令和５年３月31日付けで一部改

正され、新興感染症に係るDPATの活動の位置づけが追加された。

⑶ 令和６年度の県の組織改編により、部の名称が変更となる予定となっていることか

ら、所要の改正を行う。

３ 改正案の概要

⑴ 第14条に新興感染症に係る活動の規定を設ける。内容については、災害派遣精神科

医療チーム（DPAT)活動要領と同様のものとした。

⑵ 条文中、「保健医療部」を「保健医療介護部」に改正する。

⑶ 施行日は、令和６年４月１日とする。（附則関係）

４ 添付資料

⑴ 改正要綱案（本文）

⑵ 新旧対照表

⑶ その他参考資料
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新旧対照表

沖縄県災害派遣精神医療チーム設置要綱対照表

改正案 現行

（目的） （目的）

第１条 この要綱は、大規模自然災害等（以下「大規模災害」という。）により地域の 第１条 この要綱は、大規模自然災害等（以下「大規模災害」という。）により地域の

精神保健医療に支障を来すこととなる被災地域等で、被災者や支援者に対して精神保 精神保健医療に支障を来すこととなる被災地域等で、被災者や支援者に対して精神保

健医療活動の支援を行う沖縄県災害派遣精神医療チーム「沖縄県ＤＰＡＴ（Disaster 健医療活動の支援を行う沖縄県災害派遣精神医療チーム「沖縄県ＤＰＡＴ（Disaster

Psychiatric Assistance Team）」（以下「沖縄県ＤＰＡＴ」という。）の設置等 Psychiatric Assistance Team）」（以下「沖縄県ＤＰＡＴ」という。）の設置等に

に関し、必要な事項を定める。 関し、必要な事項を定める。

（定義） （定義）

第２条 沖縄県ＤＰＡＴとは、大規模災害が発生した際に、県内外の被災地域におい 第２条 沖縄県ＤＰＡＴとは、大規模災害が発生した際に、県内外の被災地域におい

て、精神医療及び精神保健活動の支援を行う専門的な研修・訓練を受けた災害派遣 て、精神医療及び精神保健活動の支援を行う専門的な研修・訓練を受けた災害派遣精

精神医療チームのことをいう。 神医療チームのことをいう。

第３条～第６条（中略） 第３条～第６条（中略）

（派遣方法） （派遣方法）

第７条 知事又は保健医療介護部長は、前条の派遣基準に照らし、沖縄県ＤＰＡＴの派 第７条 知事又は保健医療部長は、前条の派遣基準に照らし、沖縄県ＤＰＡＴの派遣が

遣が必要と認めるときは、沖縄県ＤＰＡＴとして登録された機関（以下「登録機関」と 必要と認めるときは、沖縄県ＤＰＡＴとして登録された機関（以下「登録機関」とい

いう。）の長に対して、沖縄県ＤＰＡＴの派遣を要請するものとする。 う。）の長に対して、沖縄県ＤＰＡＴの派遣を要請するものとする。

第８条～第13条（中略） 第８条～第13条（中略）

（新興感染症に係る活動） （新設）

第14条 知事又は保健医療介護部長は、新興感染症に係る患者が急増し、通常の県内の

精神保健医療提供体制の機能維持が困難、又はその恐れがあると認められる場合に、

登録機関にＤＰＡＴの派遣を要請する。
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２ 知事又は保健医療介護部長は、新興感染症に係る患者が急増し、県外からの精神保

健医療の支援が必要な場合には、他の都道府県又は厚生労働省（ＤＰＡＴ事務局を含

む）にＤＰＡＴの派遣を要請する。

３ ＤＰＡＴは、要請に基づき、感染症の専門家とともに沖縄県の患者受け入れを調整

する機能を有する組織・部門での精神疾患を有する患者の入院調整や、クラスターが

発生した精神科医療機関等の感染制御や業務継続の支援等を行う。

４ 新型コロナウイルス感染症がまん延し、知事又は保健医療介護部長の要請により、

登録機関や他の都道府県からＤＰＡＴを派遣した場合は、「新型コロナウイルス感染

症緊包括支援交付金（医療分）交付要綱」に基づき、対象経費を支弁する。

（定めのない事項） （定めのない事項）

第15条 この要綱に定めのない事項については、沖縄県ＤＰＡＴ活動マニュアルに従う 第14条 この要綱に定めのない事項については、沖縄県ＤＰＡＴ活動マニュアルに従う

ほか、知事が別途定めるものとする。 ほか、知事が別途定めるものとする。

附 則 附 則

この要綱は、平成27年６月11日から施行する。 この要綱は、平成27年６月11日から施行する。

附 則 附 則

この要綱は、令和元年７月８日から施行し、平成31年４月１日から適用する。 この要綱は、令和元年７月８日から施行し、平成31年４月１日から適用する。

附 則 附 則

この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 この要綱は、令和２年４月１日から施行する。

附 則 附 則

この要綱は、令和３年３月26日から施行する。 この要綱は、令和３年３月26日から施行する。

附 則

この要綱は、令和６年４月１日から施行する。
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沖縄県災害派遣精神医療チーム設置要綱（案）

〔沿革〕平成27年６月11日決定 令和元年７月８日一部改正 令和２年３月31日一部改正 令和３年３月26日一部改正

（目的）

第１条 この要綱は、大規模自然災害等（以下「大規模災害」という。）により地域の精

神保健医療に支障を来すこととなる被災地域等で、被災者や支援者に対して精神保健医

療活動の支援を行う沖縄県災害派遣精神医療チーム「沖縄県ＤＰＡＴ（Disaster Psych

iatric Assistance Team）」（以下「沖縄県ＤＰＡＴ」という。）の設置等に関し、必要

な事項を定める。

（定義）

第２条 沖縄県ＤＰＡＴとは、大規模災害が発生した際に、県内外の被災地域において、

精神医療及び精神保健活動の支援を行う専門的な研修・訓練を受けた災害派遣精神医療

チームのことをいう。

（派遣協定）

第３条 沖縄県知事（以下「知事」という。）は、沖縄県ＤＰＡＴ派遣を行う意志があり、

ＤＰＡＴの活動に必要な人員、装備を有し、沖縄県ＤＰＡＴに登録された沖縄県内の精

神科病院、その他医療機関及び精神保健関連団体と、沖縄県ＤＰＡＴの派遣に関する協

定を締結するものとする。

（編成）

第４条 沖縄県ＤＰＡＴは、次に掲げる機関の班により編成する。

⑴ ＤＰＡＴ先遣隊（独立行政法人国立病院機構琉球病院及び次号により登録された機

関のうち、発災当日から遅くとも48時間以内に県内外の被災地域において活動できる

班を有する機関であって、沖縄県が厚生労働省に登録したもの）

⑵ 沖縄県災害派遣精神医療チーム（ＤＰＡＴ）登録申請書（様式１）により、沖縄県

に申請し登録された機関

２ 沖縄県ＤＰＡＴの１チームの標準的な編成は、精神科医師、看護師、業務調整員（ロ

ジスティクス）の３職種を含めた３名から６名程度を基本とする。ただし、現地ニーズ

に合わせて、児童精神科医、薬剤師、保健師、精神保健福祉士、又は臨床心理技術者等

を含めて人数及び職種を適宜構成するものとする。

３ 先遣隊を構成する医師は、精神保健指定医でなければならない。また、先遣隊以外の

班を構成する医師は、精神保健指定医であることが望ましい。

（統括者）

第５条 沖縄県ＤＰＡＴ統括者は、沖縄県立総合精神保健福祉センター所長及びあらかじ

め県が任命した精神科医師であって、沖縄県が厚生労働省に登録したものが務める。
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（派遣基準）

第６条 沖縄県ＤＰＡＴの派遣基準は、次のとおりとする。

⑴ 県内で大規模災害が発生し、沖縄県災害対策本部が設置され、被災地域において精

神医療及び精神保健活動への需要が増大する等、沖縄県災害医療本部がその活動を要

すると判断した場合

⑵ 県外で大規模災害が発生し、災害対策基本法（昭和36年法律第223号）の規定によ

り厚生労働大臣又は被災都道府県知事から知事に対して沖縄県ＤＰＡＴ派遣要請があ

った場合

⑶ その他知事が必要と認める場合

（派遣方法）

第７条 知事又は保健医療介護部長は、前条の派遣基準に照らし、沖縄県ＤＰＡＴの派遣

が必要と認めるときは、沖縄県ＤＰＡＴとして登録された機関（以下「登録機関」とい

う。）の長に対して、沖縄県ＤＰＡＴの派遣を要請するものとする。

（沖縄県ＤＰＡＴの派遣）

第８条 登録機関の長は、前条により派遣要請を受けたときは、沖縄県ＤＰＡＴを派遣す

る。

（活動内容）

第９条 沖縄県ＤＰＡＴは、沖縄県又は被災都道府県のＤＰＡＴ調整本部又はＤＰＡＴ活

動拠点本部に参集し、原則として、当該ＤＰＡＴ調整本部及びＤＰＡＴ活動拠点本部の

調整下で被災地域内の災害拠点病院、精神科医療機関、保健所、避難所等において次に

掲げる活動を行う。

⑴ 本部活動

⑵ 情報収集とアセスメント

⑶ 情報発信

⑷ 被災地での精神科医療の提供

⑸ 被災地での精神保健活動の支援

⑹ 被災した医療機関への専門的支援

⑺ 支援者（地域の医療従事者、救急隊員、自治体職員等）の支援

⑻ 精神保健医療に関する普及啓発

⑼ 活動記録と処方箋

⑽ 活動情報の引継ぎ

⑾ 活動終結時期の検討

（活動期間）

第10条 沖縄県ＤＰＡＴの１チーム１回あたりの活動期間は、１週間（移動日２日、活動

日５日）を標準とする。
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（費用負担）

第11条 登録機関の長は、第３条の協定に基づき沖縄県ＤＰＡＴの派遣に要する費用を請

求することができる。

（補償）

第12条 知事は、沖縄県ＤＰＡＴの活動に伴う事故等に対応するため、県の負担において

沖縄県ＤＰＡＴ構成員（以下「構成員」という。）を傷害保険に加入させるものとする。

（研修等）

第13条 沖縄県及び構成員が所属する病院等は、その技術の向上等を図るため、構成員の

研修及び訓練に努めるものとする。

（新興感染症に係る活動）

第14条 知事又は保健医療介護部長は、新興感染症に係る患者が急増し、通常の県内の精

神保健医療提供体制の機能維持が困難、又はその恐れがあると認められる場合に、登録

機関にＤＰＡＴの派遣を要請する。

２ 知事又は保健医療介護部長は、新興感染症に係る患者が急増し、県外からの精神保健

医療の支援が必要な場合には、他の都道府県又は厚生労働省（ＤＰＡＴ事務局を含む）

にＤＰＡＴの派遣を要請する。

３ ＤＰＡＴは、要請に基づき、感染症の専門家とともに沖縄県の患者受け入れを調整す

る機能を有する組織・部門での精神疾患を有する患者の入院調整や、クラスターが発生

した精神科医療機関等の感染制御や業務継続の支援等を行う。

４ 新型コロナウイルス感染症がまん延し、知事又は保健医療介護部長の要請により、登

録機関や他の都道府県からＤＰＡＴを派遣した場合は、「新型コロナウイルス感染症緊

包括支援交付金（医療分）交付要綱」に基づき、対象経費を支弁する。

（定めのない事項）

第15条 この要綱に定めのない事項については、沖縄県ＤＰＡＴ活動マニュアルに従うほ

か、知事が別途定めるものとする。

附 則

この要綱は、平成27年６月11日から施行する。

附 則

この要綱は、令和元年７月８日から施行し、平成31年４月１日から適用する。

附 則

この要綱は、令和２年４月１日から施行する。

附 則
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この要綱は、令和３年３月26日から施行する。

附 則

この要綱は、令和６年４月１日から施行する。
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医政地発 0331 第 11 号 

令和５年３月 3 1 日 

 

      衛生主管部（局）長 

各都道府県             殿 

    保健福祉主管部（局）長  

 

 

厚生労働省医政局地域医療計画課長 

（ 公 印 省 略 ） 

 

 

「災害派遣精神医療チーム（DPAT）活動要領について」の一部改正について 

 

 平素より、災害医療対策に御理解、御協力を賜り、厚く御礼申し上げます。 

今般、災害発生時において、DPAT の活動をより効果的にすることを目的とし

て、「災害派遣精神医療チーム（DPAT）活動要領について」（平成 26年１月７日

付け障精発 0107第１号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部精神・障害保健

課長通知）の別紙を別添の新旧対照表のとおり改正し、本日より適用すること

としましたので、貴職におかれては、これを十分御了知の上、管下の医療機関

等に対し周知をお願いします。 

 

記 

 

（主な改正事項） 

① 新興感染症に係る DPATの活動の位置付け 

② 都道府県の保健医療調整本部を保健医療福祉調整本部へ変更 
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別添 

○「災害派遣精神医療チーム（DPAT）活動要領について」（平成 26 年１月７日付け障精発 0107 第１号厚生労働省社会・援護局

障害保健福祉部精神・障害保健課長通知）新旧対照表 

（下線は改正部分） 
改  正 現  行 

別紙 

災害派遣精神医療チーム（DPAT）活動要領 

Ⅰ 活動理念 

1. DPAT（Disaster Psychiatric Assistance Team）とは 

自然災害や犯罪事件・航空機・列車事故等の集団災害が

発生した場合、被災地域の精神保健医療機能が一時的に低

下し、さらに災害ストレス等により新たに精神的問題が生

じる等、精神保健医療への需要が拡大する。このような災

害の場合には、被災地域の精神保健医療ニーズの把握、他

の保健医療福祉体制との連携、各種関係機関等とのマネー

ジメント、専門性の高い精神科医療の提供と精神保健活動

の支援が必要である。 

このような活動を行うために都道府県によって組織され

る、専門的な研修・訓練を受けた災害派遣精神医療チーム

がDPATである。 

 

2. ～3．（略） 

 

4. 用語の定義 

4.1～4.5 （略） 

 

4.6 DPAT 登録機関 

DPAT 登録機関は、DPAT 派遣に協力する意志を持ち、厚生

労働省又は都道府県に登録された医療機関等である。 

 

別紙 

災害派遣精神医療チーム（DPAT）活動要領 

Ⅰ 活動理念 

1. DPAT（Disaster Psychiatric Assistance Team）とは 

  自然災害や犯罪事件・航空機・列車事故等の集団災害が

発生した場合、被災地域の精神保健医療機能が一時的に低

下し、さらに災害ストレス等により新たに精神的問題が生

じる等、精神保健医療への需要が拡大する。このような災

害の場合には、被災地域の精神保健医療ニーズの把握、他

の保健医療体制との連携、各種関係機関等とのマネージメ

ント、専門性の高い精神科医療の提供と精神保健活動の支

援が必要である。 

  このような活動を行うために都道府県によって組織され

る、専門的な研修・訓練を受けた災害派遣精神医療チーム

がDPATである。 

 

2. ～3．（略）  

 

4. 用語の定義 

4.1～4.5 （略） 

 

（新設） 
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改  正 現  行 

4.7～4.10 （略） 

 

4.11 保健医療福祉調整本部 

保健医療福祉調整本部とは、大規模災害時に、被災都道府

県に設置され、保健医療福祉活動チームの派遣調整、保健医

療福祉活動に関する情報の連携、整理、分析等の保健医療福

祉活動の総合調整を行う本部をいう。(「大規模災害時の保

健医療福祉活動に係る体制の整備について」 (令和４年７月

22 日付け科発 0722 第２号・医政発 0722 第１号・健発 0722 第

１号・薬生発 0722 第１号・社援発 0722 第１号・老発 0722 第

１号厚生労働省大臣官房厚生科学課長、医政局長、健康局

長、医薬･生活衛生局長、社会・援護局長、老健局長連名通

知)) 

 

4.12 災害医療コーディネーター 

災害医療コーディネーターとは、災害時に、都道府県並びに

保健所及び市町村が保健医療活動の総合調整等を適切かつ円

滑に行えるよう、保健医療調整本部において、被災地の保健

医療ニーズの把握、保健医療活動チームの派遣調整等に係る

助言及び支援を行うことを目的として、都道府県により任命

された者をいう。（「「災害医療コーディネーター活動要

領」及び「災害時小児周産期リエゾン活動要領」について」

（平成 31 年２月８日付け医政地発 0208 第２号厚生労働省医

政局地域医療計画課長通知）） 

 

4.13  災害派遣医療チーム（DMAT：Disaster Medical 

Assistance Team） 

DMAT とは、災害の発生直後の急性期（概ね 48 時間以内）

から活動が開始できる機動性を持った、専門的な研修・訓練

4.6～4.9 （略） 

 

4.10 保健医療調整本部 

保健医療調整本部とは、大規模災害時に、被災都道府県に

設置され、保健医療活動チームの派遣調整、保健医療活動に

関する情報の連携、整理、分析等の保健医療活動の総合調整

を行う本部をいう。(「大規模災害時の保健医療活動に係る 

体制の整備について」(平成 29 年７月５日付け科発 0705 第

３号・医政発 0705 第４号・健発 0705 第６号・薬生発 0705

第１号・障発 0705 第２号厚生労働省大臣官房厚生科学課

長、医政局長、健康局長、医薬・生活衛生局長、社会・援護

局障害保健福祉部長連名通知)) 

 

 

4.11 災害医療コーディネーター 

災害医療コーディネーターとは、災害時に、都道府県並び

に保健所及び市町村が保健医療活動の総合調整等を適切かつ

円滑に行えるよう、保健医療調整本部において、被災地の保

健医療ニーズの把握、保健医療活動チームの派遣調整等に係

る助言及び支援を行うことを目的として、都道府県により任

命された者をいう。（「「災害医療コーディネーター活動要

領」及び「災害時小児周産期リエゾン活動要領」について」

（平成 31 年２月８日付け医政発 0208 第２号厚生労働省医

政局地域医療計画課長通知）） 

 

4.12 災害派遣医療チーム（DMAT：Disaster Medical 

Assistance Team） 

DMAT とは、災害の発生直後の急性期（概ね 48 時間以内）

から活動が開始できる機動性を持った、専門的な研修・訓練
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改  正 現  行 

を受けた医療チームである。（「日本 DMAT 活動要領の一部改

正について」（令和４年２月８日付け医政地発 0208 第１号厚

生労働省医政局地域医療計画課長通知）） 

 

4.14 （略） 

 

4.15  災害時健康危機管理支援チーム (DHEAT： Disaster 

Health Emergency Assistance Tea） 

DHEAT とは、災害発生時、被災都道府県の保健医療調整本

部及び被災都道府県等の保健所が行う、被災地方公共団体の

保健医療行政の指揮調整機能等を応援するため、専門的な研

修・訓練を受けた都道府県等の職員により構成するチームで

ある。（「災害時健康危機管理支援チーム活動要領（一部改

正）ならびに災害時における保健所現状報告システムの運用

について」（令和４年３月 29 日付け健健発 0329 第１号厚生

労働省健康局健康課長通知）) 

 

4.16～4.17 （略） 

 

4.18 精神保健福祉センター 

精神保健福祉センターは、精神保健及び精神障害者福祉に

関する法律第６条に基づき、都道府県（指定都市を含む。こ

の17において同じ。）が設置する、精神保健の向上及び精神

障害者の福祉の増進を図るための機関であり、精神保健及び

精神障害者の福祉に関する知識の普及を図り、調査研究を行

い、並びに相談及び指導のうち複雑困難なものを行うととも

に、精神医療審査会の事務並びに同法第12条第１項及び第45

条第１項の申請に関する事務のうち専門的な知識及び技術を

必要とするものを行う施設であって、都道府県(指定都市を

を受けた医療チームである。（「日本 DMAT 活動要領につい

て」（平成 18 年 4 月 7 日付け医政指発第 0407001 号厚生労

働省医政局指導課長通知）） 

 

4.13 （略） 

 

4.14 災害時健康危機管理支援チーム(DHEAT：Disaster 

Health Emergency Assistance Tea） 

DHEAT とは、災害発生時、被災都道府県の保健医療調整本

部及び被災都道府県等の保健所が行う、被災地方公共団体の

保健医療行政の指揮調整機能等を応援するため、専門的な研

修・訓練を受けた都道府県等の職員により構成するチームで

ある。（「災害時健康危機管理支援チーム活動要領につい

て」(平成 30 年３月 20 日付け健健発 0320 第１号厚生労働省

健康局健康課長通知）) 

 

 

4.15～4.16 （略） 

 

4.17 精神保健福祉センター 

精神保健福祉センターは、精神保健及び精神障害者福祉に

関する法律第６条に基づき、都道府県（指定都市を含む。こ

の16において同じ。）が設置する、精神保健の向上及び精神

障害者の福祉の往診を図るための機関であり、精神保健及び

精神障害者の福祉に関する知識の普及を図り、調査研究を行

い、並びに相談及び指導のうち複雑困難なものを行うととも

に、精神医療審査会の事務並びに同法第12条第１項及び第45

条第１項の申請に関する事務のうち専門的な知識及び技術を

必要とするものを行う施設であって、次により都道府県(指
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改  正 現  行 

含む。)における精神保健及び精神障害者の福祉に関する総

合的技術センターとして、地域精神保健福祉活動推進の中核

となる機能を備えなければならないこととされている。（「

精神保健福祉センター運営要領について」（平成８年１月19

日付け健医発第57号厚生省保健医療局長通知）） 

 

4.19～4.20 （略） 

 

4.21 災害時診療概況報告システム（J-SPEED:Japan- 

Surveillance in Post Extreme Emergencies and Disasters) 

J-SPEED とは、「災害時の診療録のあり方に関する合同委員

会」が提唱する災害診療記録及び災害時診療概況報告システム

であり、 DPAT を含む医療救護班等の活動場所毎の疾病の集計

を行い、現在の保健医療福祉ニーズの把握や迅速且つ適切な資

源配分等を可能とするための情報共有ツールである。 

 

Ⅱ 活動の枠組み 

1. （略） 

 

2. DPAT の指揮系統 

2.1 DPAT 都道府県調整本部（都道府県での統括） 

（略） 

・DPAT 都道府県調整本部は、被災地の都道府県災害対策本部

及び都道府県保健医療福祉調整本部の指揮下に置かれるこ

と。この際、DPAT 都道府県調整本部は災害対策本部や DMAT

都道府県調整本部と密な連携体制を取ること。 

（略） 

 

2.2 DPAT 活動拠点本部（保健所圏域、市町村等での統括） 

定都市を含む。)における精神保健及び精神障害者の福祉に

関する総合的技術センターとして、地域精神保健福祉活動推

進の中核となる機能を備えなければならないこととされてい

る。（「精神保健福祉センター運営要領について」（平成８

年１月19日付け健医発第57号厚生省保健医療局長通知）) 

 

4.18～4.19 （略） 

 

4.20  災 害 時 診 療 概 況 報 告 シ ス テ ム （ J-SPEED:Japan-

Surveillance in Post Extreme Emergencies and Disasters) 

J-SPEED とは、「災害時の診療録のあり方に関する合同委

員会」が提唱する災害診療記録及び災害時診療概況報告システ

ムであり、 DPAT を含む医療救護班等の活動場所毎の疾病の集

計を行い、現在の保健医療ニーズの把握や迅速且つ適切な資源

配分等を可能とするための情報共有ツールである。 

 

Ⅱ 活動の枠組み 

1. （略） 

 

2. DPAT の指揮系統 

2.1 DPAT 都道府県調整本部（都道府県での統括） 

（略） 

・DPAT 都道府県調整本部は、被災地の都道府県災害対策本

部及び都道府県保健医療調整本部の指揮下に置かれるこ

と。この際、DPAT 都道府県調整本部は災害対策本部や

DMAT 都道府県調整本部と密な連携体制を取ること。 

（略） 

 

2.2 DPAT 活動拠点本部（保健所圏域、市町村等での統括） 
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改  正 現  行 

（略） 

 

※被災地域における DPAT の指揮命令系統を図に示す。 

 

 
図 被災地域の災害医療体制における DPAT 指揮命令系統 

 

2.3・2.4 （略）  

 

3. （略） 

4. 派遣の流れ 

（略） 

4.1 （略） 

 

4.2 被災していない都道府県からの支援が必要な規模の災

（略） 

 

※  被災地域における DPAT の指揮命令系統を図に示す。 

 

 

図 被災地域の災害医療体制における DPAT 指揮命令系統 

 

2.3・2.4 （略） 

 

3. （略） 

4. 派遣の流れ 

（略） 

4.1 （略） 

 

4.2 被災していない都道府県からの支援が必要な規模の災
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害の場合 

 

4.2.1 厚生労働省又は DPAT 事務局を介して、派遣要請を行

う場合 

1)～3) （略） 

4) 厚生労働省は、派遣される DPAT の派遣先（都道府県）

を決定すること。 

5)・6) （略）  

 

4.2.2 厚生労働省及び DPAT 事務局を介さず、派遣要請を行

う場合 

1)～4) （略） 

 

※  被災都道府県が管下の DPAT を派遣する場合は、4.3 の

流れで DPAT を派遣する。 

 

4.3 （略） 

 

Ⅲ 活動内容 

 （略） 

 

1.～2.（略） 

 

3.情報発信 

・DPAT 活動の内容（収集した情報やニーズアセスメントの

内容も含む）は、DPAT 活動拠点本部へ、活動拠点本部が

立ち上がっていない場合は DPAT 都道府県調整本部へ報告

すること。また、地域災害医療対策会議等における他の保

健医療福祉チーム（DMAT、JMAT、日赤救護班、DHEAT 等）

害の場合 

 

4.2.1 厚生労働省又は DPAT 事務局を介して、派遣要請を行

う場合 

1)～3) （略） 

4) 厚生労働省は、派遣される都道府県 DPAT の派遣先（都

道府県）を決定すること。 

5)・6) （略）  

 

4.2.2 厚生労働省及び DPAT 事務局を介さず、派遣要請を行

う場合 

1)～4) （略） 

 

※  被災都道府県が管下の DPAT を派遣する場合は、5.3

の流れで DPAT を派遣する。 

 

5.3 （略） 

 

Ⅲ 活動内容 

 （略） 

 

1.～2.（略） 

 

3.情報発信 

・DPAT 活動の内容（収集した情報やニーズアセスメントの

内容も含む）は、DPAT 活動拠点本部へ、活動拠点本部が

立ち上がっていない場合は DPAT 都道府県調整本部へ報告

すること。また、地域災害医療対策会議等における他の保

健医療チーム（DMAT、JMAT、日赤救護班、DHEAT 等）への
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への情報発信と共に、EMIS を通じても情報発信を行うこ

と。 

・（略） 

 

4.～11.（略） 

 

Ⅳ （略） 

 

Ⅴ  新興感染症に係る DPAT の活動 

1. 派遣要請 

・ 都道府県は、新興感染症に係る患者が増加し、通常の都

道府県内の精神保健医療提供体制の機能維持が困難、又は

その恐れがあると認められる場合に、当該都道府県が管内

の DPAT 登録機関に DPAT の派遣を要請する。 

・ 都道府県は、新興感染症に係る患者が増加し、当該都道

府県外からの精神保健医療の支援が必要な場合には、他の

都道府県に DPAT の派遣を要請する。また、都道府県間で

の調整が整わないときは、都道府県が厚生労働省（DPAT 事

務局を含む。）に対して、派遣調整を要請する。 

 

2. 活動内容 

・ DPAT は、都道府県の要請に基づき、感染症の専門家とと

もに都道府県の患者受入れを調整する機能を有する組織・

部門での精神疾患を有する患者の入院調整や、クラスター

が発生した精神科医療機関等の感染制御や業務継続の支援

等を行う。 

 

3. 活動の終了 

・ DPAT 活動の終了については、DPAT の派遣を要請した都

情報発信と共に、EMIS を通じても情報 発信を行うこと。 

・（略） 

 

 

4.～11.（略） 

 

Ⅳ （略） 

 

（新設） 
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道府県が決定する。その際、必要に応じて DPAT 事務局等

と相談する。 

 

4. 費用の支弁 

・ 新型コロナウイルス感染症がまん延し、都道府県の要請

により、管内の DPAT 登録機関や他の都道府県の DPAT 登録

機関が DPAT を派遣した場合は、派遣元の都道府県が「新

型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金（医療分）交

付要綱」に基づき、対象経費を DPAT 登録機関に直接支弁

する。 
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資料 4 

要領改正の理由 

部課名 総合精神保健福祉センター 

１ 件名 

沖縄県災害派遣精神医療チーム運営委員会設置要領の一部改正 

２ 改正の経緯及び理由 

⑴ 厚労省が発出している「災害派遣精神医療チーム（DPAT）活動要領について」（障精

発 0107 第１号）にて、「都道府県は管下の DPAT 統括者、DPAT 先遣隊隊員、精神保健

医療関係者、災害医療関係者（災害医療コーディネーター等）を含む運営委員会を開催す

る」とされている。現時点で、運営委員会の委員の構成に、災害医療関係者（災害医療コ

ーディネーター等）が含まれていないことから、所要の改正を行う。 

 

３ 改正案の概要 

⑴ 上記理由により、委員の構成に災害医療関係者（災害医療コーディネーター等）を追加

する。 

⑵ 構成委員の所属や、所属機関の名称に変更があることから、「国立大学法人琉球大学医学

部精神病態医学分野」から「国立大学法人琉球大学大学院医学研究科精神病態医学講座」

へ、「沖縄県精神保健福祉士協会」から「一般社団法人沖縄県精神保健福祉士協会」へ改

める。 

⑶ この要領の改正は、令和６年  月  日から施行する（附則）。 

４ 根拠法令等 

災害派遣精神医療チーム（DPAT）活動要領 

DPAT 活動マニュアル Ver.3.0 

沖縄県 DPAT 活動マニュアル 

 

５ 関係各課との調整状況 

なし 
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災害派遣精神医療チーム運営委員会設置要領 新旧対照表 

（ 下線部 ） 改正箇所 

改 正 案 現 行 

災害派遣精神医療チーム運営委員会設置要領 

 

１ 目的 
  （略） 
 
２ 委員の構成 
   運営委員会の委員は、以下に掲げる機関の者で構成する（委員の推薦に

より代理の参加も可能）。運営委員会の委員長は、委員の互選により選出
する。 

（１） 国立大学法人琉球大学大学院医学研究科精神病態医学講座 
（２） 沖縄県精神科病院協会 
（３） 一般社団法人沖縄県公認心理師協会 
（４） 一般社団法人沖縄県精神保健福祉士協会 
（５） 一般社団法人日本精神科看護協会沖縄県支部 
（６） 国立病院機構琉球病院 
（７） 沖縄県立精和病院  
（８） 沖縄県立南部医療センター・こども医療センター 
（９） 沖縄県保健所長会 
（10） DPAT 事務局 
（11） 沖縄県 DPAT 統括者 
（12） 災害医療関係者（災害医療コーディネーター等） 
（13） 沖縄県保健医療部地域保健課 
（14） 沖縄県立総合精神保健福祉センター 

 
３ 委員の任期 
  （略） 

 

４ 協議事項 
  （略） 

 

５ 開催回数 
  （略） 

 

 

 

災害派遣精神医療チーム運営委員会設置要領 

 

１ 目的 
  （略） 
 
２ 委員の構成 
   運営委員会の委員は、以下に掲げる機関の者で構成する（委員の推薦に

より代理の参加も可能）。運営委員会の委員長は、委員の互選により選出
する。 

（１） 国立大学法人琉球大学医学部精神病態医学分野 
（２） 沖縄県精神科病院協会 
（３） 一般社団法人沖縄県公認心理師協会 
（４） 沖縄県精神保健福祉士協会 
（５） 一般社団法人日本精神科看護協会沖縄県支部 
（６） 国立病院機構琉球病院 
（７） 沖縄県立精和病院  
（８） 沖縄県立南部医療センター・こども医療センター 
（９） 沖縄県保健所長会 
（10） DPAT 事務局 
（11） 沖縄県 DPAT 統括者 
（12） 沖縄県保健医療部地域保健課 
（13） 沖縄県立総合精神保健福祉センター 

 
 
３ 委員の任期 
  （略） 

 

４ 協議事項 
  （略） 

 

５ 開催回数 
  （略） 
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改 正 案 現 行 

６ マニュアル検討委員会の設置 

  （略） 

 

７ 秘密の保持 
  （略） 

 

８ 庶務 
  （略） 

 

９ その他 
  （略） 

 

附 則 

 この要領は、平成 25年４月１日から適用する。 
 この要領は、平成 26年５月１日から適用する。 
 この要領は、平成 28年７月１日から適用する。 
 この要領は、平成 29年４月３日から適用する。 
 この要領は、平成 30年４月２日から適用する。 
 この要領は、令和元年 6月 25日から適用する。 
 この要領は、令和２年１月 20日から適用する。 
 この要領は、令和５年４月 19日から適用する。 
 この要領は、令和６年 月  日から適用する。 

６ マニュアル検討委員会の設置 

  （略） 

 

７ 秘密の保持 
  （略） 

 

８ 庶務 

  （略） 

 

９ その他 
  （略） 
 

附 則 

 この要領は、平成 25年４月１日から適用する。 
 この要領は、平成 26年５月１日から適用する。 
 この要領は、平成 28年７月１日から適用する。 
 この要領は、平成 29年４月３日から適用する。 
 この要領は、平成 30年４月２日から適用する。 
 この要領は、令和元年 6月 25日から適用する。 
 この要領は、令和２年１月 20日から適用する。 
 この要領は、令和５年４月 19日から適用する。 
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資料 5 
令和６年度 沖縄県 DPAT 活動マニュアルの改訂に向けて 

総合精神保健福祉センター 

１ マニュアル検討委員会の委員人選について 

  参考：「沖縄県 DPAT 活動マニュアル」令和３年３月改訂版 作成委員 

氏  名 職種 所  属  

知花 浩也 精神保健福祉士 
ＤＰＡＴ事務局関係者 

琉球病院 
 

滝  友秀 公認心理士 平安病院  

浦崎 将成 看護師 平安病院  

大城 桜 救急事務 
南部医療センター･ 

こども医療センター 
 

嘉手苅 知史 事務 地域保健課 担当課 

新城 明美 保健師 総合精神保健福祉センター 事務局 

川満 瑶実 保健師 総合精神保健福祉センター 事務局 

伊禮 嘉宣 保健師 総合精神保健福祉センター 事務局 

與那城  加代子 保健師 総合精神保健福祉センター 事務局 

 

２ マニュアル改訂予定の項目について 

 ・保健医療「福祉」調整本部など「福祉」を追加 

  →厚労省発出の「災害派遣精神医療チーム（ＤＰＡＴ）活動要領について」が令和５

年３月 31 日に改正され、保健医療調整本部が保健医療福祉調整本部へ変更された

ため。 

 

 ・待機基準・活動開始基準の追加 

  →DPAT 調整本部を設置し活動を開始する基準、活動の終結基準等について記載す

る。 

 

 ・感染症対応の追加 

  →感染症にかかる DPAT 活動について記載する。 
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令和５年台風6号にかかるDPATの派遣について

1

8/2（水）
EMISにより精神科病院の状況確認（地域保健課、精神保健福祉センターで対応）
新垣病院、沖縄リハビリテーションセンター病院、北中城若松病院、糸満晴明病院、南部医療センターで
停電が発生。EMIS未入力のところは電話連絡し、被災状況を確認。
医療政策課と連携し、非常用電源の燃料が不足している病院について、給油先を調整した。

8/3（木）
糸満晴明病院について、停電継続中。発電機がオーバーヒートにより止まることがある。
その他の病院については停電解消。

8/4（金）
午前中の実務者会議において、DPAT統括者２名からDPAT調整本部の設置が必要との意見。
精神保健福祉センター所長へ連絡し、DPAT調整本部の設置について了解を得る。
保健医療部長に報告を行い、同日12時にDPAT調整本部を地域保健課内に設置。
DPAT先遣隊（平安病院 医師１名、看護師１名、ロジ１名、沖縄病院 看護師１名）が同日13時から糸満
晴明病院に入り活動。
現地の状況確認と転院が必要な方（コロナ陽性者等）５名について転院先の調整と搬送方法等の調整を
行った。
５名について、３名を友愛医療センター、２名を沖縄赤十字病院へ転院調整し、17時半に完了を確認
DPAT先遣隊は17時に撤収。
18：15頃に糸満晴明病院の電源の復旧したと連絡あり
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DPAT派遣実績（Ｒ５年８月台風6号）

病院名 派遣人数 派遣期間

平安病院 ３人 先遣隊（１陣） 8/4

その他
（DPATインストラク
ター（沖縄病院））

１人 8/4

計 ４人 ８／４（１日間）
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DPAT派遣実績（Ｒ６年１月能登半島地震）R6.1.31時点

病院名 派遣人数 派遣期間

平安病院 ４人 先遣隊（１陣） 1/13～1/17

琉球病院 ５人 先遣隊（１陣）
1/29～2/4（予
定）

計 ９人

3

令和６年１月１日に発生した能登半島地震について、１月７日にDPAT事務局から全国の
DPAT先遣隊に派遣要請があり、同日沖縄県にDPAT調整本部を設置。沖縄県では現時点
で先遣隊２隊を派遣している。
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